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平成 17 年 12 月期 第 2四半期財務・業績の概況(連結） 

 
平成 17 年 8月 9日 

上 場 会 社 名 スミダ コーポレーション株式会社 (コード番号:6817 東証第 1部)      

（ URL http://www.sumida.com ） 

代 表 者 役職名 代表執行役会長                      氏名  八幡 滋行 

問合せ先責任者 役職名 代表執行役ﾁｰﾌﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙｵﾌｨｻｰ      氏名  松田 三郎  TEL(03)3667－3381 

 

１．四半期財務情報の作成等に係る事項 
①  会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無:有 法人税等の計算について簡便的な方法を採用しております。 

 ② 会計処理の方法の最近連結会計年度における方法との相違の有無：有 

 ③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の状況 

   直前四半期（前第 4 四半期）比 連結(新規) 1 社 (除外) － 社  持分法(新規) － 社 (除外) － 社 

 

２．平成 17 年 12 月期第 2四半期財務・業績の概況（平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 6 月 30 日） 
(1)経営成績(連結)の進捗状況        (注)記載金額は百万円未満を四捨五入して記載しております。 
 売 上 高       営 業 利 益       経 常 利 益       

四半期(当期) 

純 利 益       
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17 年 12 月期第 2四半期 9,700 5.7 704 △28.1 513 △44.1 318 △50.7

16 年 12 月期第 2四半期 9,179 28.2 979 71.3 917 88.0 645 33.9

(参考)16 年 12 月期 36,246 3,611 3,128  1,807

 
 1 株 当 た り       

四半期(当期) 

純 利 益       

潜 在 株 式 調 整 後          

1 株 当 た り          

四半期（当期）純利益      

 円 銭 円 銭

17 年 12 月期第 2四半期 16  55 14 25 

16 年 12 月期第 2四半期 40 87 39 81 

(参考) 16 年 12 月期 104 25 101 49 

     (注)売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示す。 
 

 (2)財政状態(連結)の変動状況 
 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

17 年 12 月期第 2四半期 42,439    22,337    52.7     1,160 90 

16 年 12 月期第 2四半期   31,759   20,666   65.1   1,305 03 

(参考) 16 年 12 月期   34,170   20,511   60.0   1,175 67 

 
 (3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による         

キャッシュフロー 

投資活動による         

キャッシュフロー 

財務活動による         

キャッシュフロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高         

 百万円 百万円 百万円 百万円

17 年 12 月期第 2四半期 1,051     △2,901     △661      9,500     

16 年 12 月期第 2四半期 425   △ 401   △ 54    4,355   

(参考)16 年 12 月期 2,413   △ 3,107   1,245    4,900   

 
３．平成 17 年 12 月期第 3四半期の連結業績予想(平成 17 年 7 月 1日～平成 17 年 9 月 30 日) 
 売 上 高       経 常 利 益       四半期(当期)純利益 

1 株 当 た り         

四半期(当期)純利益

 

17 年 12 月期第 3四半期 

百万円

10,200 

百万円

720 

百万円 

460 

円

 23  

銭

91 

本資料は、当社の評価を行うための参考となる情報提供のみを目的としたものです。投資等の最終決定は、ご自身の判断でなさるようにお願い

致します。投資の結果等に対する責任は負いかねますのでご了承ください。当資料に掲載されている予想数値あるいは将来に関する記述の部分

は、資料作成時点の判断ですが、その内容の完全性・正確性を会社として保証するものではありません。また、通期の業績予想を行うことが困難

な状況であるため、本資料では翌四半期に係る業績予想を開示しております。 
 




